
 2025 年２月 13 日 

各 位 

会 社 名    

代 表 者 名 代表取締役社長  長谷川 博之 

（コード番号 1847 東証スタンダード） 

問 合 せ 先 取締役常務執行役員 管理本部長 小谷 実弦 

（ T E L .  0 3 － 5 9 3 1 － 5 6 4 2 ） 

 

2025年３月期通期業績予想並びに配当予想の修正に関するお知らせ 

 

最近の業績動向を踏まえ、本日開催の取締役会において、2024年10月31日に公表しました2025年３月

期通期業績予想並びに配当予想を修正いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．2025年３月期通期連結業績予想数値の修正（2024年４月１日～2025年３月31日） 

  売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主 

に帰属する 

当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

 前回発表予想 （Ａ） 

 (2024 年 10 月 31 日発表) 

百万円

98,000

百万円

4,750

百万円

4,650

百万円 

3,150 

円 銭

433.94

 今回修正予想 （Ｂ） 98,000 5,800 5,700 3,900 537.26

  増   減   額（Ｂ-Ａ) ― 1,050 1,050 750 

増   減   率  (％) ― 22.1 22.6 23.8 

連結初年度であるため前期実績は記載しておりません。 

 

２．2025年３月期通期個別業績予想数値の修正（2024年４月１日～2025年３月31日） 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり

当期純利益

 前回発表予想 （Ａ） 

 (2024 年 10 月 31 日発表) 

百万円

96,000

百万円

4,700

百万円

4,600

百万円 

3,100 

円 銭

427.06

 今回修正予想 （Ｂ） 96,000 5,800 5,700 3,900 537.26

  増   減   額（Ｂ-Ａ) ― 1,100 1,100 800 

増   減   率  (％) ― 23.4 23.9 25.8 

(ご参考) 前期実績 

（2024 年３月期） 
96,373 4,100 4,020 2,938 404.79

 

 

 

 

 

 



 

 

３．通期業績予想修正の理由  

（連結） 

個別業績予想の修正に伴い、営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する当期純利益がそれぞ

れ前回予想を上回る見込みであります。  

（個別）  

当第３四半期累計期間の業績につきましては、本日公表しております2025年３月期第３四半期決

算短信に記載のとおり、大型工事を中心に採算性が向上していることから、順調に推移しておりま

す。 

この結果、通期の業績予想につきまして、営業利益、経常利益及び当期純利益は、それぞれ前回

予想を上回る見込みであります。 

 

４．配当予想の修正 

 年 間 配 当 金 

第２四半期末 期 末 合 計 

前  回  予  想 

（2024 年 10 月 31 日発表） 
 50 円 00 銭 

80 円 00 銭  

（普通配当 70 円 00 銭）

（記念配当 10 円 00 銭）

 130 円 00 銭  

（普通配当 120 円 00 銭）

（記念配当 10 円 00 銭）

今 回 修 正 予 想 ―

90 円 00 銭  

（普通配当 80 円 00 銭）

（記念配当 10 円 00 銭）

140円00銭  

 （普通配当 130 円 00 銭）

（記念配当  10 円 00 銭）

当  期  実  績 50 円 00 銭 ― ―

（ご参考）前期実績 

（2024 年３月期） 
 45 円 00 銭 65 円 00 銭 110 円 00 銭 

 

５．配当予想修正の理由 

当社は、事業の成長・拡大及び財務基盤の安定化による企業価値の向上と、株主様への直接的な利益

還元である配当の安定的な実施に重点を置き、利益配分につきましては、今後の成長・拡大に備えた内

部留保の充実を考慮して決定することを株主還元の基本方針としております。 

2025年３月期期末の１株当たり配当予想につきましては、今回の業績予想修正及び今後の動向等を総

合的に勘案し、前回予想から10円の増配をいたします。 

これにより、期末では90円（うち記念配当10円）、中間配当と併せて年間合計140円とする配当予想

へ修正をいたします。 

 

（注）上記に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合

理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではあり

ません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 

以上 


